
社会福祉法人　下関市社会福祉協議会

拠　　点　　区　　分
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別紙２

1．重要な会計方針

(１)有価証券の評価基準及び評価方法

 ・満期保有目的の債券等…償却原価法(定額法)

 ・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

 ・上記以外の有価証券で時価のないもの…総平均法による原価法

(２)固定資産の減価償却の方法

 ・有形固定資産(リース資産を除く)

 　平成19年３月31日以前に取得したもの…残存価額を取得価額の１０％とした定額法。

 　　耐用年数到来後も使用する場合は、備忘価額(１円)まで償却する。

 　平成19年４月１日以後に取得したもの…残存価額を０円とした定額法。

 　　償却累計額が当該資産の取得価額から備忘価額(１円)を控除した金額に達するまで償却する。

 ・無形固定資産(リース資産を除く)…定額法。

 ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 　…自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法。

 ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 　…リース期間を耐用年数とし、残存価額を０円とする定額法。

(３)引当金の計上基準

 ・徴収不能引当金…重要性が乏しいため計上していない。

 ・賞与引当金…職員に支給する賞与のうち、当会計年度の負担に属する額を見積り計上する。

 ・退職給付引当金

 　…職員に対して将来支給する退職金のうち、当会計年度までに負担すべき額を見積り計上する。

(４)消費税等の会計処理

 ・消費税等の会計処理は、税込方式による。

2．重要な会計方針の変更

該当なし

3．採用する退職給付制度

(１)社会福祉法人下関市社会福祉協議会 職員退職手当支給規程(下関市社協規程第19号)による。

(２)全国社会福祉団体職員退職手当積立基金制度(確定給付制度)による。

4．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。

(１)拠点区分財務諸表(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(２)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3(⑩))は省略している。

(３)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3(⑪))

 　 ｢法人運営事業｣｢退職積立事業｣｢基金運営事業｣｢生活福祉資金等貸付事業｣

 　 ｢地域福祉活動推進事業｣｢ボランティア活動推進事業｣｢住民参加型有償サービス事業｣

　　｢広報啓発活動事業｣｢心配ごと相談事業｣｢地域福祉推進大会運営事業｣

 　 ｢配食サービス事業｣｢外出支援サービス事業｣｢福祉サービス利用援助事業｣

 　 ｢手話通訳者設置事業｣｢生活支援体制整備事業｣｢重層的支援体制整備事業」

 　 ｢地域子ども見守り強化事業」

5．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 18,978,283 0 0 18,978,283

建物 114,819,179 1,531,513,048 111,664,029 1,534,668,198

定期預金 7,000,000 0 0 7,000,000

合　　　計 140,797,462 1,531,513,048 111,664,029 1,560,646,481

計算書類に対する注記(地域福祉推進事業拠点区分用)
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別紙２

6．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

7．担保に供している資産

該当なし

8．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

土地(基本財産) 18,978,283 0 18,978,283

建物(基本財産) 1,722,905,589 188,237,391 1,534,668,198

建物 554,690,000 499,889,999 54,800,001

構築物 459,359 459,356 3

機械及び装置 525,000 524,999 1

車輌運搬具 6,564,240 6,564,234 6

器具及び備品 25,983,809 22,533,199 3,450,610

合　　　計 2,330,106,280 718,209,178 1,611,897,102

9．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 752,129 0 752,129

未収金 15,244,382 0 15,244,382

長期貸付金 6,181,935 0 6,181,935

合　　　計 22,178,446 0 22,178,446

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

(単位:円)

帳簿価額 時価 評価損益

47,933,363 39,545,000 △ 8,388,363

70,000,000 66,258,500 △ 3,741,500

12,956,094 11,610,300 △ 1,345,794

130,889,457 117,413,800 △ 13,475,657

11．重要な後発事象

該当なし

該当なし

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために
　　必要な事項

合　　　計

第373回利付国債

第446回大阪府公募公債

第166回利付国債

種類及び銘柄
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別紙３(⑨)

社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：地域福祉推進事業

（単位：円）

（注）

１ 　引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２ 　目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３ 　都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

12,614,194賞与引当金 13,564,072 12,614,194 13,564,072 0

退職給付引当金

合計 327,798,187 23,258,234 21,018,805 0 330,037,616

314,234,115 10,644,040 7,454,733 0 317,423,422

引 当 金 明 細 書

当期増加額

(自)令和07年04月01日　(至)令和08年03月31日

期末残高 摘要
当期減少額

目的使用 その他
科目 期首残高
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別紙３(⑫)

社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：地域福祉推進事業

（単位：円）

（単位：円）

（注）

１ 積立金を計上せずに積立資産を積み立てる場合には、摘要欄にその理由を明記すること。

２ 退職給付引当金に対応している退職給付引当資産を積み立てる場合及び長期預り金に対応して長期

預り金積立資産を積み立てる場合には摘要欄にその旨を明記すること。

社会福祉基金積立資産 203,049,035

介護事業積立資産 32,861,521

0 2,239,000 200,810,035

基金積立資産 4,975,036 0 0 4,975,036

交通遺児基金積立資産 13,227,052

貸付資金積立資産 28,903,211 28,943,211 下関市等出資含む

0 268,315 12,958,737

40,000 0

修繕積立資産

14,885,983 2,507,315 535,880,231

退職給付引当資産 80,073,355 0 7,454,733 72,618,622 退職給付引当金

福祉振興基金積立資産 235,606,286 170,983 0 235,777,269 下関市出資含む

計 725,253,983 14,925,983 9,962,048 730,217,918

その他積立資産

前期末残高 当期増加額

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ基金 21,118,487 0 0 21,118,487

その他の積立金介護事業積立金 32,861,521 0 0 32,861,521

交通遺児基金 13,227,052 0 268,315 12,958,737 基金

社会福祉基金 203,049,035 0

当期減少額 期末残高

積立金・積立資産明細書

摘　要

計 523,501,563

基金

(自)令和07年04月01日　(至)令和08年03月31日

区　　分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

福祉振興基金 132,006,286 170,983 0 132,177,269

基金

下信福祉基金 100,000,000 0

区　　分

0 100,000,000 基金

基金等積立金 4,975,036 0 0 4,975,036 その他の積立金

2,239,000 200,810,035 基金

その他の積立金貸付資金積立金 16,264,146 0 0 16,264,146

修繕積立金 0 14,715,000 0 14,715,000 その他の積立金

下信福祉基金積立資産

25,118,487

100,000,000 0

下関市出資含むﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ基金積立資産 25,118,487 0 0

0 1,440,000

0 100,000,000

社会福祉安定資金1,440,000 0

0 0 32,861,521

0 14,715,000 0 14,715,000
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別紙３(⑬)

社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：地域福祉推進事業

（単位：円）

317,400 退職積立金

預金利息 915,580 事業資金

事業資金

退職積立金

事業資金

6,546,360 退職積立金

(自)令和07年04月01日　(至)令和08年03月31日

サービス区分名
繰入金の財源

繰入先

法人運営事業 退職積立事業

福祉ｻｰﾋﾞｽ利用援助事業 退職積立事業 事業資金 930,876 退職積立金

生活支援体制整備事業 退職積立事業

地域子ども見守り強化事業 退職積立事業

サービス区分間繰入金明細書

事業資金 2,282,140 退職積立金

重層的支援体制整備事業 退職積立事業 事業資金 1,008,156

金　　額 使用目的等
繰入元

補助金

事業資金 2,644,000 事業資金福祉ｻｰﾋﾞｽ利用援助事業 福祉ｻｰﾋﾞｽ利用援助事業

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動推進事業

預金利息 24,319 事業資金

基金運営事業 法人運営事業

基金運営事業 預金利息 31,397 事業資金

生活福祉資金等貸付事業 法人運営事業

基金運営事業 地域福祉活動推進事業 預金利息 63,329
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社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：地域福祉推進事業

・現金預金 令和08年03月31日　現在

種別 金額(円) 備考

預金

西中国信用金庫唐戸支店 0330908 101,986,307 (総額277,863,334円)

西中国信用金庫唐戸支店 0251673 37,695 生活福祉資金等基金

合計 102,024,002円

・事業未収金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

法人運営事業 下関 ｺｶ･ｺｰﾗﾎﾞﾄﾗｰｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ(株)他 59,499 自動販売機手数料

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動推進事業 下関 (福)全国社会福祉協議会 50,000 災害時地域支援活動資金助成金

配食ｻｰﾋﾞｽ事業 菊川 下関市 47,940 助成金(3月分)

配食ｻｰﾋﾞｽ事業 菊川 利用者 41,340 利用料(3月分)

配食ｻｰﾋﾞｽ事業 豊田 下関市 100,560 助成金(3月分)

配食ｻｰﾋﾞｽ事業 豊田 利用者 74,540 利用料(3月分)

配食ｻｰﾋﾞｽ事業 豊北 下関市 185,350 助成金(3月分)

配食ｻｰﾋﾞｽ事業 豊北 利用者 7,080 利用料(2月分)

配食ｻｰﾋﾞｽ事業 豊北 利用者 175,120 利用料(3月分)

外出支援ｻｰﾋﾞｽ事業 豊浦 利用者 10,700 利用料(3月分)

合計 752,129円

・未収金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

生活支援体制整備事業 下関 職員 8,120 給与欠勤分

手話通訳者設置事業 下関 職員 4,302 給与欠勤分

退職事業積立事業 下関 (福)全国社会福祉協議会 15,231,960 預け金取崩･差益

合計 15,244,382円

・立替金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

法人運営事業 下関 下関税務署 937,615 年調での所得税返還金

法人運営事業 下関 職員 5,500 車両駐車場代

合計 943,115円

・前払費用

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

法人運営事業 下関 (株)ｵｰﾋﾞｯｸﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 26,180 人事/給与奉行保守料

法人運営事業 菊川 (株)ｵｰﾋﾞｯｸﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 26,180 人事/給与奉行保守料

法人運営事業 豊田 (株)ｵｰﾋﾞｯｸﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 26,180 人事/給与奉行保守料

法人運営事業 豊浦 (株)ｵｰﾋﾞｯｸﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 26,180 人事/給与奉行保守料

法人運営事業 豊北 (株)ｵｰﾋﾞｯｸﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 26,180 人事/給与奉行保守料

地域福祉活動推進事業 下関 (有)ｴﾇｹｲﾊｳｼﾞﾝｸﾞ 23,000 借家家賃

地域福祉活動推進事業 下関 (有)ｴﾇｹｲﾊｳｼﾞﾝｸﾞ 3,300 貸家駐車場代

地域福祉活動推進事業 菊川 綜合警備保障(株) 101,640 警備保守料(4～6月分)

地域福祉活動推進事業 豊浦 全保連(株) 2,750 車両駐車場代

地域福祉活動推進事業 豊北 (福)全国社会福祉協議会 34,650 保険料

住民参加型有償ｻｰﾋﾞｽ事業 豊北 (福)全国社会福祉協議会 11,397 保険料

外出支援ｻｰﾋﾞｽ事業 豊浦 全保連(株) 2,750 車両駐車場代

外出支援ｻｰﾋﾞｽ事業 豊浦 (福)全国社会福祉協議会 3,600 保険料

福祉ｻｰﾋﾞｽ利用援助事業 下関 山口銀行(株) 21,450 貸金庫(4～9月分)

合計 335,437円

金融機関 口座番号等

決 算 基 礎 資 料
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・長期貸付金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

法外援護資金貸付事業 下関 利用者 586,000 法外援護貸付金

法外援護資金貸付事業 菊川 利用者 136,500 法外援護貸付金

法外援護資金貸付事業 豊田 利用者 518,500 法外援護貸付金

法外援護資金貸付事業 豊浦 利用者 70,000 法外援護貸付金

法外援護資金貸付事業 豊北 利用者 795,000 法外援護貸付金

生活安定対策資金貸付事業 下関 利用者 2,495,947 利用者27名

生活安定対策資金貸付事業 菊川 利用者 120,000 利用者1名

生活安定対策資金貸付事業 豊田 利用者 89,650 利用者4名

生活安定対策資金貸付事業 豊浦 利用者 1,218,851 利用者16名

高額療養費貸付事業 豊田 利用者 151,487 利用者1名

合計 6,181,935円

・その他積立資産

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

法人運営事業 下関 (福)山口県社会福祉協議会 960,000 社会福祉安定資金

法人運営事業 菊川 (福)山口県社会福祉協議会 110,000 社会福祉安定資金

法人運営事業 豊田 (福)山口県社会福祉協議会 110,000 社会福祉安定資金

法人運営事業 豊浦 (福)山口県社会福祉協議会 130,000 社会福祉安定資金

法人運営事業 豊北 (福)山口県社会福祉協議会 130,000 社会福祉安定資金

合計 1,440,000円

・事業未払金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

法人運営事業 下関 下関市 16,345 電気料(証明写真撮影機/自動販売機)

法人運営事業 下関 西日本ｵﾌｨｽﾒｰｼｮﾝ(株) 9,240 保守料

法人運営事業 菊川 西日本ｵﾌｨｽﾒｰｼｮﾝ(株) 2,640 保守料

法人運営事業 豊田 西日本ｵﾌｨｽﾒｰｼｮﾝ(株) 2,640 保守料

法人運営事業 豊浦 西日本ｵﾌｨｽﾒｰｼｮﾝ(株) 2,640 保守料

法人運営事業 豊浦 下関市 4,376 庁舎管理費

法人運営事業 豊北 西日本ｵﾌｨｽﾒｰｼｮﾝ(株) 2,640 保守料

生活福祉資金貸付事業 下関 (有)村中本店 516 事業消耗品

地域福祉活動推進事業 下関 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 3,941 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ料

地域福祉活動推進事業 下関 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 10,105 ｶﾞｿﾘﾝ代

地域福祉活動推進事業 下関 中国電力(株) 566 電気料(借家)

地域福祉活動推進事業 下関 KDDI(株) 1,467 電話料

地域福祉活動推進事業 菊川 KDDI(株) 3,007 電話料

地域福祉活動推進事業 菊川 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 32,342 電話料他

地域福祉活動推進事業 菊川 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 17,065 ｶｳﾝﾄ料

地域福祉活動推進事業 菊川 中国電力(株) 40,642 電気料

地域福祉活動推進事業 菊川 山口県石油協同組合 3,907 ｶﾞｿﾘﾝ代

地域福祉活動推進事業 豊田 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 7,745 電話料他

地域福祉活動推進事業 豊田 中国電力(株) 43,106 電気料

地域福祉活動推進事業 豊田 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 5,640 ｶｳﾝﾄ料

地域福祉活動推進事業 豊田 (有)豊原商会 5,500 ｺﾞﾐ処理料

地域福祉活動推進事業 豊田 (有)村田金物店 2,970 ｶﾞｽ代

地域福祉活動推進事業 豊田 KDDI(株) 3,007 電話料

地域福祉活動推進事業 豊浦 KDDI(株) 3,007 電話料

地域福祉活動推進事業 豊浦 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 7,614 ｶﾞｿﾘﾝ代

地域福祉活動推進事業 豊浦 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 5,945 ｶｳﾝﾄ料

地域福祉活動推進事業 豊浦 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 1,320 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ料

地域福祉活動推進事業 豊浦 下関市 3,476 電気代

地域福祉活動推進事業 豊浦 (株)平山商店 11,000 ｺﾞﾐ処理料

地域福祉活動推進事業 豊北 (株)環境ﾛｼﾞﾃｯｸ 6,875 ｺﾞﾐ処理料

地域福祉活動推進事業 豊北 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 20,595 電話料他

地域福祉活動推進事業 豊北 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 6,971 ｶｳﾝﾄ料

地域福祉活動推進事業 豊北 下関市 1,115 上下水道料

地域福祉活動推進事業 豊北 下関市 14,824 電気料

地域福祉活動推進事業 豊北 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 8,192 ｶﾞｿﾘﾝ代

地域福祉活動推進事業 豊北 KDDI(株) 3,780 電話料
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サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動推進事業 下関 (株)ゆうちょ銀行 43,920 郵送料

配食ｻｰﾋﾞｽ事業 菊川 山口県石油協同組合 8,187 ｶﾞｿﾘﾝ代

配食ｻｰﾋﾞｽ事業 菊川 (福)緑樹会 57,600 給食費

配食ｻｰﾋﾞｽ事業 豊田 (福)緑樹会 102,000 給食費

配食ｻｰﾋﾞｽ事業 豊田 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 20,627 ｶﾞｿﾘﾝ代

配食ｻｰﾋﾞｽ事業 豊北 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 33,083 ｶﾞｿﾘﾝ代

配食ｻｰﾋﾞｽ事業 豊北 味料理一景 185,020 給食費

配食ｻｰﾋﾞｽ事業 豊北 KDDI(株) 3,405 電話料

外出支援ｻｰﾋﾞｽ事業 豊浦 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 11,452 ｶﾞｿﾘﾝ代

外出支援ｻｰﾋﾞｽ事業 豊浦 KDDI(株) 1,135 電話料

外出支援ｻｰﾋﾞｽ事業 豊浦 (有)村中本店 2,205 事業消耗品

福祉ｻｰﾋﾞｽ利用援助事業 下関 KDDI(株) 1,135 電話料

福祉ｻｰﾋﾞｽ利用援助事業 下関 職員 9,480 ｶﾞｿﾘﾝ代

福祉ｻｰﾋﾞｽ利用援助事業 下関 職員 4,600 賃借料

手話通訳者設置事業 下関 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 15,795 ｶﾞｿﾘﾝ代

手話通訳者設置事業 下関 (有)村中本店 537 事業消耗品

手話通訳者設置事業 下関 KDDI(株) 16,212 電話料

生活支援体制整備事業 下関 (有)村中本店 646 事業消耗品

生活支援体制整備事業 下関 KDDI(株) 31,284 電話料

生活支援体制整備事業 下関 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 25,876 ｶﾞｿﾘﾝ代

重層的支援体制整備事業 下関 (有)村中本店 11,210 事業消耗品

重層的支援体制整備事業 下関 KDDI(株) 23,694 電話料

重層的支援体制整備事業 下関 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 17,106 ｶﾞｿﾘﾝ代

地域子ども見守り強化事業 下関 KDDI(株) 3,315 電話料

地域子ども見守り強化事業 下関 (有)村中本店 4,536 事業消耗品

地域子ども見守り強化事業 下関 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 5,432 ｶﾞｿﾘﾝ代

地域子ども見守り強化事業 下関 下関市 2,926,337 管理費返還金

合計 3,882,590円

・その他の未払金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

法人運営事業 下関 職員 156,952 人件費

法人運営事業 下関 下関年金事務所 624,474 社会保険料事業主負担

法人運営事業 下関 山口労働局 2,397,619 労働保険料

法人運営事業 菊川 下関年金事務所 58,501 社会保険料事業主負担

法人運営事業 豊田 職員 3,645 人件費

法人運営事業 豊田 下関年金事務所 96,422 社会保険料事業主負担

法人運営事業 豊浦 職員 3,911 人件費

法人運営事業 豊浦 下関年金事務所 93,505 社会保険料事業主負担

法人運営事業 豊北 下関年金事務所 109,792 社会保険料事業主負担

法人運営事業 豊北 職員 6,030 人件費

退職積立事業 下関 役職員 34,312,420 退職慰労金･退職金

退職積立事業 下関 (福)全国社会福祉協議会 4,556,670 退職積立金

生活福祉資金貸付事業 下関 職員 147,108 人件費

生活福祉資金貸付事業 下関 下関年金事務所 164,729 社会保険料事業主負担

配食ｻｰﾋﾞｽ事業 菊川 職員 23,866 人件費

配食ｻｰﾋﾞｽ事業 豊田 下関年金事務所 18,167 社会保険料事業主負担

配食ｻｰﾋﾞｽ事業 豊田 職員 193,258 人件費

配食ｻｰﾋﾞｽ事業 豊北 職員 217,342 人件費

外出支援ｻｰﾋﾞｽ事業 豊浦 下関年金事務所 27,711 社会保険料事業主負担

外出支援ｻｰﾋﾞｽ事業 豊浦 職員 35,934 人件費

福祉ｻｰﾋﾞｽ利用援助事業 下関 職員 130,097 人件費

福祉ｻｰﾋﾞｽ利用援助事業 下関 下関年金事務所 143,255 社会保険料事業主負担

手話通訳者設置事業 下関 職員 1,429 人件費

手話通訳者設置事業 下関 下関年金事務所 83,135 社会保険料事業主負担

生活支援体制整備事業 下関 職員 101,521 人件費

生活支援体制整備事業 下関 下関年金事務所 332,536 社会保険料事業主負担

重層的支援体制整備事業 下関 職員 12,707 人件費

重層的支援体制整備事業 下関 下関年金事務所 164,808 社会保険料事業主負担
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サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

地域子ども見守り強化事業 下関 職員 41,774 人件費

地域子ども見守り強化事業 下関 下関年金事務所 40,838 社会保険料事業主負担

合計 44,300,156円

・1年以内返済予定長期運営資金借入金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

法人運営事業 下関 西中国信用金庫 77,703,700 福祉ﾌﾟﾗｻﾞしものせき設備資金借入金

合計 77,703,700円

・職員預り金

サービス区分 支所 相手元 金額(円) 摘要

法人運営事業 下関 職員 323,934 社会保険料

合計 323,934円
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別紙２

1．重要な会計方針

(１)消費税等の会計処理

 ・消費税等の会計処理は、税込方式による。

2．重要な会計方針の変更

該当なし

3．採用する退職給付制度

該当なし

4．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。

(１)拠点区分財務諸表(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(２)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3(⑩))は省略している。

(３)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3(⑪))

 　 ｢福祉育成援助活動事業｣｢歳末たすけあい運動推進事業｣

5．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

6．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

7．担保に供している資産

該当なし

8．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし

9．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11．重要な後発事象

該当なし

該当なし

計算書類に対する注記(共同募金運動推進事業拠点区分用)

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために
　　必要な事項
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別紙２

1．重要な会計方針

(１)引当金の計上基準

 ・賞与引当金…職員に支給する賞与のうち、当会計年度の負担に属する額を見積り計上する。

(２)消費税等の会計処理

 ・消費税等の会計処理は、税込方式による。

2．重要な会計方針の変更

該当なし

3．採用する退職給付制度

該当なし

4．拠点が作成する計算書類とサービス区分

(１)拠点区分財務諸表(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(２)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3(⑩))は省略している。

(３)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3(⑪))

 　｢障害児放課後対策事業｣｢障害児相談支援事業｣

5．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

6．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

7．担保に供している資産

該当なし

8．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし

9．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

債権額
徴収不能引当金の当期

末残高
債権の当期末残高

事業未収金 398,400 0 398,400

合　　　計 398,400 0 398,400

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11．重要な後発事象

該当なし

該当なし

計算書類に対する注記(児童福祉活動事業拠点区分用)

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために
　　必要な事項
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別紙３(⑨)

社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：児童福祉活動事業

（単位：円）

（注）

１ 　引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２ 　目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３ 　都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

合計 110,333 111,000 110,333 0 111,000

賞与引当金 110,333 111,000 110,333 0 111,000

引 当 金 明 細 書

(自)令和07年04月01日　(至)令和08年03月31日

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
目的使用 その他
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社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：児童福祉活動事業

・現金預金 令和08年03月31日　現在

種別 金額(円) 備考

預金

西中国信用金庫唐戸支店 0330908 9,476,158 (総額277,863,334円)

合計 9,476,158円

・事業未収金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

障害児放課後対策事業 豊浦 利用者 1,600 利用料(3月分)

障害児相談支援事業 下関 山口県 20,000 光熱費高騰緊急対策支援金

障害児相談支援事業 下関 山口県国保連合会 179,320 障害児相談支援給付費(2月分)他

障害児相談支援事業 下関 山口県国保連合会 197,480 障害児相談支援給付費(3月分)

合計 398,400円

・事業未払金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

障害児放課後対策事業 豊浦 (有)村中本店 2,644 事業消耗品

合計 2,644円

・その他の未払金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

障害児放課後対策事業 豊浦 職員 36,480 人件費

合計 36,480円

決 算 基 礎 資 料

金融機関等 口座番号等
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別紙２

1．重要な会計方針

(１)固定資産の減価償却の方法

 ・有形固定資産(リース資産を除く)

 　平成19年３月31日以前に取得したもの…残存価額を取得価額の１０％とした定額法。

 　　耐用年数到来後も使用する場合は、備忘価額(１円)まで償却する。

 　平成19年４月１日以後に取得したもの…残存価額を０円とした定額法。

 　　償却累計額が当該資産の取得価額から備忘価額(１円)を控除した金額に達するまで償却する。

 ・無形固定資産(リース資産を除く)…定額法。

 ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 　…自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法。

 ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 　…リース期間を耐用年数とし、残存価額を０円とする定額法。

(２)引当金の計上基準

 ・賞与引当金…職員に支給する賞与のうち、当会計年度の負担に属する額を見積り計上する。

(３)消費税等の会計処理

 ・消費税等の会計処理は、税込方式による。

2．重要な会計方針の変更

該当なし

3．採用する退職給付制度

(１)社会福祉法人下関市社会福祉協議会 職員退職手当支給規程(下関市社協規程第19号)による。

(２)全国社会福祉団体職員退職手当積立基金制度(確定給付制度)による。

4．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。

(１)拠点区分財務諸表(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(２)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3(⑩))は省略している。

(３)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3(⑪))

 　 ｢居宅生活支援事業｣｢同行援護事業｣｢障害者訪問入浴介護事業｣｢生活介護事業｣

 　 ｢就労継続支援事業｣｢計画相談支援事業｣｢障害者生活支援事業｣

 　 ｢基幹相談支援センター事業｣「障害者スポーツ活動振興事業｣

　  ｢障害者文化活動振興事業」

5．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

6．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

7．担保に供している資産

該当なし

8．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物付属設備 279,400 279,399 1

構築物 8,295,000 6,376,781 1,918,219

車輌運搬具 7,960,000 7,959,998 2

器具及び備品 9,191,501 6,667,425 2,524,076

合　　　計 25,725,901 21,283,603 4,442,298

9．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 12,193,187 0 12,193,187

未収金 6,155 0 6,155

合　　　計 12,199,342 0 12,199,342

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11．重要な後発事象

該当なし

該当なし

計算書類に対する注記(障害者福祉総合支援事業拠点区分用)

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために
　　必要な事項
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別紙３(⑨)

社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：障害者福祉総合支援事業

（単位：円）

（注）

１ 　引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２ 　目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３ 　都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

合計 5,298,072 4,817,688 5,298,072 0 4,817,688

賞与引当金 5,298,072 4,817,688 5,298,072 0 4,817,688

引 当 金 明 細 書

(自)令和07年04月01日　(至)令和08年03月31日

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
目的使用 その他
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別紙３(⑫)

社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：障害者福祉総合支援事業

（単位：円）

（単位：円）

（注）

１ 積立金を計上せずに積立資産を積み立てる場合には、摘要欄にその理由を明記すること。

２ 退職給付引当金に対応している退職給付引当資産を積み立てる場合及び長期預り金に対応して長期

預り金積立資産を積み立てる場合には摘要欄にその旨を明記すること。

その他の積立資産

積立金・積立資産明細書

(自)令和07年04月01日　(至)令和08年03月31日

区　　分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

修繕積立金 18,862,000 0 14,715,000 4,147,000

摘　要

計 18,862,000 0 14,715,000 4,147,000

区　　分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

修繕積立資産 18,862,000 0 14,715,000 4,147,000

計 18,862,000 0 14,715,000 4,147,000
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別紙３(⑬)

社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：障害者福祉総合支援事業

（単位：円）

サービス区分間繰入金明細書

(自)令和07年04月01日　(至)令和08年03月31日

サービス区分名
繰入金の財源 金　　額 使用目的等

繰入元 繰入先

計画相談支援事業 居宅生活支援事業 事業資金 659,601 事業資金

同行援護事業 居宅生活支援事業 事業資金 394,000 事業資金
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社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：障害者福祉総合支援事業

・現金預金 令和08年03月31日　現在

種別 金額(円) 備考

預金

西中国信用金庫唐戸支店 0330908 58,378,528 (総額277,863,334円)

山口銀行滝部支店 6116895 291,267 就労継続支援事業専用

合計 58,669,795円

・事業未収金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

居宅生活支援事業 下関 山口県国保連合会 407,754 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ費(2月分)他

居宅生活支援事業 下関 山口県国保連合会 397,192 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ費(3月分)

居宅生活支援事業 下関 利用者 8,171 利用料(3月分)

居宅生活支援事業 下関 下関市 13,050 移動支援給付費(3月分)

居宅生活支援事業 下関 山口県 40,000 光熱費高騰緊急対策支援金

居宅生活支援事業 豊田 山口県国保連合会 12,580 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ費(2月分)

居宅生活支援事業 豊田 山口県国保連合会 15,340 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ費(3月分)

居宅生活支援事業 豊田 山口県 40,000 光熱費高騰緊急対策支援金

居宅生活支援事業 豊浦 山口県国保連合会 250,781 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ費(2月分)

居宅生活支援事業 豊浦 山口県国保連合会 212,956 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ費(3月分)

居宅生活支援事業 豊浦 利用者 4,204 利用料(3月分)

居宅生活支援事業 豊浦 山口県 40,000 光熱費高騰緊急対策支援金

居宅生活支援事業 豊北 山口県国保連合会 85,884 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ費(2月分)

居宅生活支援事業 豊北 山口県国保連合会 110,275 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ費(3月分)

居宅生活支援事業 豊北 利用者 6,635 利用料(3月分)

居宅生活支援事業 豊北 山口県 40,000 光熱費高騰緊急対策支援金

同行援護事業 下関 山口県国保連合会 58,040 同行援護ｻｰﾋﾞｽ費(2月分)

同行援護事業 下関 山口県国保連合会 29,650 同行援護ｻｰﾋﾞｽ費(3月分)

同行援護事業 下関 山口県 20,000 光熱費高騰緊急対策支援金

同行援護事業 豊田 山口県国保連合会 8,470 同行援護ｻｰﾋﾞｽ費(2月分)

同行援護事業 豊田 山口県国保連合会 12,700 同行援護ｻｰﾋﾞｽ費(3月分)

同行援護事業 豊田 山口県 20,000 光熱費高騰緊急対策支援金

同行援護事業 豊浦 山口県 20,000 光熱費高騰緊急対策支援金

同行援護事業 豊北 山口県国保連合会 47,100 同行援護ｻｰﾋﾞｽ費(2月分)

同行援護事業 豊北 山口県国保連合会 77,320 同行援護ｻｰﾋﾞｽ費(3月分)

同行援護事業 豊北 山口県 20,000 光熱費高騰緊急対策支援金

障害者訪問入浴介護事業 豊浦 下関市 219,650 訪問入浴ｻｰﾋﾞｽ費((3月分)

障害者訪問入浴介護事業 豊浦 利用者 5,350 利用料(3月分)

就労継続支援事業 豊北 利用者 25,740 食事負担費用

就労継続支援事業 豊北 山口県国保連合会 2,037,000 就労継続支援B型ｻｰﾋﾞｽ費(2月分)

就労継続支援事業 豊北 山口県国保連合会 2,092,540 就労継続支援B型ｻｰﾋﾞｽ費(3月分)

就労継続支援事業 豊北 ｸﾞﾗﾝ(合) 55,716 下請け作業料(2月分)

就労継続支援事業 豊北 ｸﾞﾗﾝ(合) 82,309 下請け作業料(3月分)

就労継続支援事業 豊北 山口県 60,000 光熱費高騰緊急対策支援金

計画相談支援事業 下関 山口県 60,000 光熱費高騰緊急対策支援金

計画相談支援事業 下関 下関市 51,540 障害程度区分認定調査費(3月分)

計画相談支援事業 下関 山口県国保連合会 2,763,850 計画相談支援給付費(2月分他)

計画相談支援事業 下関 山口県国保連合会 2,741,390 計画相談支援給付費(3月分)

合計 12,193,187円

・未収金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

基幹相談支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 職員 6,155 給与欠勤分

合計 6,155円

・立替金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

障害者ｽﾎﾟｰﾂ活動振興事業 下関 (福)全国社会福祉協議会 24,200 事業保険対応保険金

合計 24,200円

決 算 基 礎 資 料

金融機関等 口座番号等
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・前払費用

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

居宅生活支援事業 豊浦 全保連(株) 2,750 車両駐車場代

合計 2,750円

・事業未払金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

居宅生活支援事業 下関 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 8,022 ｶﾞｿﾘﾝ代

居宅生活支援事業 下関 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 5,684 ｶｳﾝﾄ料

居宅生活支援事業 下関 KDDI(株) 1,135 電話料

居宅生活支援事業 豊浦 KDDI(株) 1,135 電話料

居宅生活支援事業 豊浦 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 8,041 ｶﾞｿﾘﾝ代

障害者訪問入浴介護事業 豊浦 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 24,354 ｶﾞｿﾘﾝ代

障害者訪問入浴介護事業 豊浦 山口県石油協同組合 13,369 灯油代

就労継続支援事業 豊北 下関市 44,945 電気料

就労継続支援事業 豊北 下関市 6,589 上下水道料

就労継続支援事業 豊北 (株)環境ﾛｼﾞﾃｯｸ 10,175 ｺﾞﾐ処理料

就労継続支援事業 豊北 (有)中村石油 2,610 ｶﾞｽ代

就労継続支援事業 豊北 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 96,478 ｶﾞｿﾘﾝ代

就労継続支援事業 豊北 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 7,829 電話料

就労継続支援事業 豊北 KDDI(株) 1,135 電話料

就労継続支援事業 豊北 御食事 はかたや 119,340 給食費

就労継続支援事業 豊北 利用者 328,647 工賃

就労継続支援事業 豊北 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 7,721 ｶｳﾝﾄ料

就労継続支援事業 豊北 西日本ｵﾌｨｽﾒｰｼｮﾝ(株) 6,710 ｼｽﾃﾑ更新料

計画相談支援事業 下関 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 26,093 ｶﾞｿﾘﾝ代

計画相談支援事業 下関 西日本ｵﾌｨｽﾒｰｼｮﾝ(株) 26,730 ｼｽﾃﾑ更新料

計画相談支援事業 下関 KDDI(株) 2,270 電話料

障害者生活支援事業 下関 (有)村中本店 454 事業消耗品

障害者生活支援事業 下関 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 17,978 ｶﾞｿﾘﾝ代

障害者生活支援事業 下関 KDDI(株) 2,270 電話料

基幹相談支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 19,562 ｶﾞｿﾘﾝ代

基幹相談支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 KDDI(株) 4,540 電話料

基幹相談支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 (有)村中本店 348 事業消耗品

障害者ｽﾎﾟｰﾂ活動振興事業 下関 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 10,304 電話料

障害者ｽﾎﾟｰﾂ活動振興事業 下関 (株)ゆうちょ銀行 12,991 後納郵便

障害者ｽﾎﾟｰﾂ活動振興事業 下関 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 8,794 ｶｳﾝﾄ料

障害者ｽﾎﾟｰﾂ活動振興事業 下関 (有)村中本店 849 事業消耗品

障害者ｽﾎﾟｰﾂ活動振興事業 下関 下関市 1,610 電気料

障害者ｽﾎﾟｰﾂ活動振興事業 下関 KDDI(株) 1,135 電話料

障害者文化活動振興事業 下関 講師 95,000 講師謝金

障害者文化活動振興事業 下関 (有)村中本店 65 事業消耗品

障害者文化活動振興事業 下関 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 54,432 ｶﾞｿﾘﾝ代

合計 979,344円

・その他の未払金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

居宅生活支援事業 下関 職員 134,640 人件費

居宅生活支援事業 豊田 職員 2,640 人件費

居宅生活支援事業 豊浦 職員 62,912 人件費

居宅生活支援事業 豊浦 下関年金事務所 61,581 社会保険料事業主負担

居宅生活支援事業 豊北 職員 28,380 人件費

障害者訪問入浴介護事業 豊浦 職員 241,821 人件費

就労継続支援事業 豊北 職員 240,980 人件費

就労継続支援事業 豊北 下関年金事務所 132,398 社会保険料事業主負担

計画相談支援事業 下関 職員 11,817 人件費

計画相談支援事業 下関 下関年金事務所 132,397 社会保険料事業主負担

障害者生活支援事業 下関 下関年金事務所 70,008 社会保険料事業主負担

基幹相談支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 職員 13,289 人件費

基幹相談支援ｾﾝﾀｰ事業 下関 下関年金事務所 129,725 社会保険料事業主負担

障害者ｽﾎﾟｰﾂ活動振興事業 下関 職員 56,729 人件費
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サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

障害者ｽﾎﾟｰﾂ活動振興事業 下関 下関年金事務所 149,495 社会保険料事業主負担

障害者文化活動振興事業 下関 職員 74,059 人件費

障害者文化活動振興事業 下関 下関年金事務所 275,711 社会保険料事業主負担

合計 1,818,582円
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別紙２

1．重要な会計方針

(１)固定資産の減価償却の方法

 ・有形固定資産(リース資産を除く)

 　平成19年３月31日以前に取得したもの…残存価額を取得価額の１０％とした定額法。

 　　耐用年数到来後も使用する場合は、備忘価額(１円)まで償却する。

 　平成19年４月１日以後に取得したもの…残存価額を０円とした定額法。

 　　償却累計額が当該資産の取得価額から備忘価額(１円)を控除した金額に達するまで償却する。

 ・無形固定資産(リース資産を除く)…定額法。

 ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 　…自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法。

 ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 　…リース期間を耐用年数とし、残存価額を０円とする定額法。

(２)引当金の計上基準

 ・賞与引当金…職員に支給する賞与のうち、当会計年度の負担に属する額を見積り計上する。

(３)消費税等の会計処理

 ・消費税等の会計処理は、税込方式による。

2．重要な会計方針の変更

該当なし

3．採用する退職給付制度

(１)社会福祉法人下関市社会福祉協議会 職員退職手当支給規程(下関市社協規程第19号)による。

(２)全国社会福祉団体職員退職手当積立基金制度(確定給付制度)による。

4．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。

(１)拠点区分財務諸表(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(２)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3(⑩))は省略している。

(３)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3(⑪))

 　 ｢訪問介護事業(本所)｣｢訪問介護事業(豊田)｣｢訪問介護事業(豊浦)｣｢訪問介護事業(豊北)｣

  　｢通所介護事業(おいでんか)｣｢通所介護事業(ほのぼの)｣｢通所介護事業(わくわく)｣

 　 ｢認知症対応型共同生活介護そまじ｣｢認知症対応型共同生活介護しまど｣

5．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

6．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

7．担保に供している資産

該当なし

8．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 386,856 386,855 1

建物附属設備 933,660 768,319 165,341

構築物 2,530,000 2,523,829 6,171

機械及び装置 7,478,100 7,473,427 4,673

車輌運搬具 14,813,730 13,600,283 1,213,447

器具及び備品 3,985,299 3,570,349 414,950

合　　　計 30,127,645 28,323,062 1,804,583

9．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 31,362,747 0 31,362,747

合　　　計 31,362,747 0 31,362,747

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11．重要な後発事象

該当なし

該当なし

計算書類に対する注記(介護保険事業（社会）拠点区分用)

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために
　　必要な事項
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別紙３(⑨)

社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：介護保険事業(社会)

（単位：円）

（注）

１ 　引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２ 　目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３ 　都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

合計 5,708,091 6,492,013 5,708,091 0 6,492,013

賞与引当金 5,708,091 6,492,013 5,708,091 0 6,492,013

引 当 金 明 細 書

(自)令和07年04月01日　(至)令和08年03月31日

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
目的使用 その他
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別紙３(⑫)

社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：介護保険事業(社会)

（単位：円）

（単位：円）

（注）

１ 積立金を計上せずに積立資産を積み立てる場合には、摘要欄にその理由を明記すること。

２ 退職給付引当金に対応している退職給付引当資産を積み立てる場合及び長期預り金に対応して長期

預り金積立資産を積み立てる場合には摘要欄にその旨を明記すること。

積立金・積立資産明細書

その他の積立金

(自)令和07年04月01日　(至)令和08年03月31日

区　　分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

修繕積立金 44,291,000 0 0 44,291,000

摘　要

計 44,291,000 0 0 44,291,000

区　　分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

修繕積立資産 44,291,000 0 0 44,291,000

計 44,291,000 0 0 44,291,000
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別紙３(⑬)

社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：介護保険事業(社会)

（単位：円）

サービス区分間繰入金明細書

(自)令和07年04月01日　(至)令和08年03月31日

サービス区分名
繰入金の財源 金　　額 使用目的等

繰入元 繰入先

通所介護事業(わくわく) 訪問介護事業（豊北） 事業資金 566,978 事業資金

通所介護事業(わくわく) 認知症対応型共同生活介護しまど 事業資金 5,801,972 事業資金

通所介護事業(ほのぼの) 認知症対応型共同生活介護そまじ 事業資金 3,582,404 事業資金
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社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：介護保険事業(社会)

・現金預金 令和08年03月31日　現在
種別 金額(円) 備考

預金

西中国信用金庫唐戸支店 0330908 18,758,867 (総額277,863,334円)

合計 18,758,867円

・事業未収金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

訪問介護事業 下関 山口県国保連合会 160,587 介護給付費(2月分)

訪問介護事業 下関 山口県国保連合会 173,286 介護給付費(3月分)

訪問介護事業 下関 山口県国保連合会 269,956 予防給付型訪問ｻｰﾋﾞｽ(2月分)他

訪問介護事業 下関 山口県国保連合会 235,514 予防給付型訪問ｻｰﾋﾞｽ(3月分)

訪問介護事業 下関 利用者 4,040 利用料(2月分)

訪問介護事業 下関 利用者 45,430 利用料(3月分)

訪問介護事業 下関 山口県 20,000 光熱費高騰緊急対策支援金

訪問介護事業 豊田 山口県国保連合会 1,168,054 介護給付費(2月分)他

訪問介護事業 豊田 山口県国保連合会 1,151,675 介護給付費(3月分)

訪問介護事業 豊田 山口県国保連合会 426,742 予防給付型訪問ｻｰﾋﾞｽ(2月分)

訪問介護事業 豊田 山口県国保連合会 487,893 予防給付型訪問ｻｰﾋﾞｽ(3月分)

訪問介護事業 豊田 利用者 168,732 利用料(3月分)

訪問介護事業 豊田 山口県 20,000 光熱費高騰緊急対策支援金

訪問介護事業 豊浦 山口県国保連合会 383,452 介護給付費(2月分)他

訪問介護事業 豊浦 山口県国保連合会 427,487 介護給付費(3月分)

訪問介護事業 豊浦 山口県国保連合会 316,124 予防給付型訪問ｻｰﾋﾞｽ(2月分)

訪問介護事業 豊浦 山口県国保連合会 307,956 予防給付型訪問ｻｰﾋﾞｽ(3月分)

訪問介護事業 豊浦 利用者 82,385 利用料(3月分)

訪問介護事業 豊浦 山口県 20,000 光熱費高騰緊急対策支援金

訪問介護事業 豊北 山口県国保連合会 564,363 介護給付費(2月分)

訪問介護事業 豊北 山口県国保連合会 473,346 介護給付費(3月分)

訪問介護事業 豊北 山口県国保連合会 164,016 予防給付型訪問ｻｰﾋﾞｽ(2月分)

訪問介護事業 豊北 山口県国保連合会 200,565 予防給付型訪問ｻｰﾋﾞｽ(3月分)

訪問介護事業 豊北 利用者 6,761 利用料(2月分)

訪問介護事業 豊北 利用者 83,879 利用料(3月分)

訪問介護事業 豊北 山口県 20,000 光熱費高騰緊急対策支援金

通所介護事業(おいでんか) 豊田 山口県国保連合会 1,008,035 介護給付費(2月分)

通所介護事業(おいでんか) 豊田 山口県国保連合会 1,124,207 介護給付費(3月分)

通所介護事業(おいでんか) 豊田 山口県国保連合会 343,404 予防給付型訪問ｻｰﾋﾞｽ(2月分)

通所介護事業(おいでんか) 豊田 山口県国保連合会 367,380 予防給付型訪問ｻｰﾋﾞｽ(3月分)

通所介護事業(おいでんか) 豊田 利用者 1,389 利用料(2月分)

通所介護事業(おいでんか) 豊田 利用者 304,863 利用料(3月分)

通所介護事業(おいでんか) 豊田 山口県 54,000 光熱費高騰緊急対策支援金

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 山口県国保連合会 1,832,841 介護給付費(2月分)

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 山口県国保連合会 2,152,758 介護給付費(3月分)

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 山口県国保連合会 48,114 予防給付型訪問ｻｰﾋﾞｽ(2月分)

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 山口県国保連合会 16,884 予防給付型訪問ｻｰﾋﾞｽ(3月分)

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 利用者 384,748 利用料(3月分)

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 山口県 36,000 光熱費高騰緊急対策支援金

通所介護事業(わくわく) 豊北 山口県国保連合会 1,557,874 介護給付費(2月分)

通所介護事業(わくわく) 豊北 山口県国保連合会 1,944,233 介護給付費(3月分)

通所介護事業(わくわく) 豊北 山口県国保連合会 330,012 予防給付型訪問ｻｰﾋﾞｽ(2月分)

通所介護事業(わくわく) 豊北 山口県国保連合会 330,426 予防給付型訪問ｻｰﾋﾞｽ(3月分)

通所介護事業(わくわく) 豊北 利用者 5,225 利用料(2月分)

通所介護事業(わくわく) 豊北 利用者 413,961 利用料(3月分)

通所介護事業(わくわく) 豊北 山口県 54,000 光熱費高騰緊急対策支援金

認知症対応型共同生活介護そまじ 豊北 山口県国保連合会 2,018,061 介護給付費(2月分)

認知症対応型共同生活介護そまじ 豊北 山口県国保連合会 2,374,497 介護給付費(3月分)

認知症対応型共同生活介護そまじ 豊北 利用者 1,044,833 利用料(3月分)

認知症対応型共同生活介護そまじ 豊北 山口県 180,000 光熱費高騰緊急対策支援金

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 山口県国保連合会 2,429,298 介護給付費(2月分)

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 山口県国保連合会 2,392,740 介護給付費(3月分)

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 利用者 1,050,721 利用料(3月分)

決 算 基 礎 資 料

金融機関等 口座番号等
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サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 山口県 180,000 光熱費高騰緊急対策支援金

合計 31,362,747円

・前払費用

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

訪問介護事業 豊浦 全保連(株) 5,500 車両駐車場代

合計 5,500円

・事業未払金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

訪問介護事業 下関 西日本ｵﾌｨｽﾒｰｼｮﾝ(株) 10,318 介護保険ｼｽﾃﾑ更新･利用料

訪問介護事業 下関 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 5,682 ｶｳﾝﾄ料

訪問介護事業 下関 KDDI(株) 1,135 電話料

訪問介護事業 下関 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 3,344 ｶﾞｿﾘﾝ代

訪問介護事業 下関 職員 6,132 ｶﾞｿﾘﾝ代

訪問介護事業 下関 職員 14,090 ﾊﾞｽ代
訪問介護事業 下関 職員 9,340 賃借料

訪問介護事業 豊田 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 6,259 電話料

訪問介護事業 豊田 KDDI(株) 2,270 電話料

訪問介護事業 豊田 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 16,056 ｶﾞｿﾘﾝ代

訪問介護事業 豊田 職員 26,064 ｶﾞｿﾘﾝ代

訪問介護事業 豊田 職員 11,600 賃借料

訪問介護事業 豊田 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 5,638 ｶｳﾝﾄ料

訪問介護事業 豊田 (有)豊原商会 5,500 ｺﾞﾐ処理料

訪問介護事業 豊田 西日本ｵﾌｨｽﾒｰｼｮﾝ(株) 1,628 介護保険ｼｽﾃﾑ利用料

訪問介護事業 豊田 中国電力(株) 19,714 電気料

訪問介護事業 豊浦 西日本ｵﾌｨｽﾒｰｼｮﾝ(株) 7,458 介護保険ｼｽﾃﾑ更新･利用料

訪問介護事業 豊浦 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 5,945 ｶｳﾝﾄ料

訪問介護事業 豊浦 KDDI(株) 2,270 電話料

訪問介護事業 豊浦 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 17,338 ｶﾞｿﾘﾝ代

訪問介護事業 豊浦 下関市 3,476 電気料

訪問介護事業 豊浦 職員 11,148 ｶﾞｿﾘﾝ代

訪問介護事業 豊浦 職員 8,600 賃借料

訪問介護事業 豊北 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 7,460 ｶｳﾝﾄ料

訪問介護事業 豊北 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 6,618 電話料

訪問介護事業 豊北 (株)環境ﾛｼﾞﾃｯｸ 6,875 ｺﾞﾐ処理料

訪問介護事業 豊北 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 30,243 ｶﾞｿﾘﾝ代

訪問介護事業 豊北 下関市 33,584 電気料

訪問介護事業 豊北 下関市 2,134 上下水道料

訪問介護事業 豊北 西日本ｵﾌｨｽﾒｰｼｮﾝ(株) 1,628 介護保険ｼｽﾃﾑ利用料

訪問介護事業 豊北 KDDI(株) 2,270 電話料

訪問介護事業 豊北 職員 25,728 ｶﾞｿﾘﾝ代

訪問介護事業 豊北 職員 6,900 賃借料

通所介護事業(おいでんか) 豊田 有楽 128,700 給食費

通所介護事業(おいでんか) 豊田 (株)丸久 9,115 給食費

通所介護事業(おいでんか) 豊田 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 8,613 ｶｳﾝﾄ料

通所介護事業(おいでんか) 豊田 中国電力(株) 45,633 電気料

通所介護事業(おいでんか) 豊田 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 70,760 ｶﾞｿﾘﾝ代

通所介護事業(おいでんか) 豊田 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 7,727 電話料

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 味料理一景 85,260 給食費

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 旬菜料理なおゑ 26,100 給食費

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 (株)環境ﾛｼﾞﾃｯｸ 10,175 ｺﾞﾐ処理料

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 山口県漁業協同組合 50,215 ｶﾞｽ代

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 中国電力(株) 54,681 電気料

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 13,791 電話料

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 下関市上下水道局 41,386 上下水道料

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 78,693 ｶﾞｿﾘﾝ代

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 山口県石油協同組合 21,054 灯油

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 7,460 ｶｳﾝﾄ料

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 (株)ｻﾝﾏｰﾄ 8,913 食材費

通所介護事業(わくわく) 豊北 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 11,560 ｶｳﾝﾄ料

通所介護事業(わくわく) 豊北 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 119,106 ｶﾞｿﾘﾝ代

通所介護事業(わくわく) 豊北 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 12,216 電話料

通所介護事業(わくわく) 豊北 (株)環境ﾛｼﾞﾃｯｸ 10,175 ｺﾞﾐ処理料

通所介護事業(わくわく) 豊北 山口県漁業協同組合 6,193 ｶﾞｽ代
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サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

通所介護事業(わくわく) 豊北 のらねこ食堂 66,120 給食費

通所介護事業(わくわく) 豊北 旬菜料理なおゑ 130,500 給食費

通所介護事業(わくわく) 豊北 (株)ｻﾝﾏｰﾄ 4,248 食材費

通所介護事業(わくわく) 豊北 下関市上下水道局 23,766 上下水道料

通所介護事業(わくわく) 豊北 中国電力(株) 56,109 電気料

認知症対応型共同生活介護そまじ 豊北 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 6,499 ｶﾞｿﾘﾝ代

認知症対応型共同生活介護そまじ 豊北 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 9,394 電話料

認知症対応型共同生活介護そまじ 豊北 (株)ﾔｸﾙﾄ山陽 8,449 食材費

認知症対応型共同生活介護そまじ 豊北 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 10,658 ｶｳﾝﾄ料

認知症対応型共同生活介護そまじ 豊北 中国電力(株) 115,906 電気料

認知症対応型共同生活介護そまじ 豊北 (株)ｾｲﾌﾞ 171,428 給食費

認知症対応型共同生活介護そまじ 豊北 (株)環境ﾛｼﾞﾃｯｸ 10,175 ｺﾞﾐ処理料

認知症対応型共同生活介護そまじ 豊北 下関市上下水道局 46,138 上下水道料

認知症対応型共同生活介護そまじ 豊北 (株)ｻﾝﾏｰﾄ 28,917 食材費

認知症対応型共同生活介護そまじ 豊北 原田鮮魚店 8,600 食材費

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 (株)環境ﾛｼﾞﾃｯｸ 10,175 ｺﾞﾐ処理料

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 10,406 ｶｳﾝﾄ料

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) 5,952 電話料

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 KDDI(株) 1,135 電話料

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 (株)ﾔｸﾙﾄ山陽 15,482 食材費

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 (株)ｻﾝﾏｰﾄ 1,391 食材費

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 山口県漁業協同組合 40,124 食材費

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 (株)ﾎｰﾑｹｱｻｰﾋﾞｽ山口 4,000 ﾘｰｽ料他

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 味料理一景 66,120 給食費

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 中国電力(株) 87,120 電気料

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 下関市上下水道局 46,932 上下水道料

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 23,437 ｶﾞｿﾘﾝ代

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 (株)ｾｲﾌﾞ 151,567 給食費

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 山口県石油協同組合 29,114 灯油

合計 2,341,833円

・その他の未払金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

訪問介護事業 下関 職員 309,152 人件費

訪問介護事業 下関 下関年金事務所 36,948 社会保険料事業主負担

訪問介護事業 豊田 職員 573,138 人件費

訪問介護事業 豊田 下関年金事務所 107,600 社会保険料事業主負担

訪問介護事業 豊浦 職員 265,103 人件費

訪問介護事業 豊浦 下関年金事務所 43,106 社会保険料事業主負担

訪問介護事業 豊北 職員 293,438 人件費

訪問介護事業 豊北 下関年金事務所 104,686 社会保険料事業主負担

通所介護事業(おいでんか) 豊田 職員 685,633 人件費

通所介護事業(おいでんか) 豊田 下関年金事務所 81,594 社会保険料事業主負担

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 職員 433,183 人件費

通所介護事業(ほのぼの) 豊北 下関年金事務所 172,425 社会保険料事業主負担

通所介護事業(わくわく) 豊北 職員 1,067,861 人件費

通所介護事業(わくわく) 豊北 下関年金事務所 181,825 社会保険料事業主負担

認知症対応型共同生活介護そまじ 豊北 職員 703,290 人件費

認知症対応型共同生活介護そまじ 豊北 下関年金事務所 313,719 社会保険料事業主負担

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 職員 843,040 人件費

認知症対応型共同生活介護しまど 豊北 下関年金事務所 290,628 社会保険料事業主負担

合計 6,506,369円
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別紙２

1．重要な会計方針

(１)固定資産の減価償却の方法

 ・有形固定資産(リース資産を除く)

 　平成19年３月31日以前に取得したもの…残存価額を取得価額の１０％とした定額法。

 　　耐用年数到来後も使用する場合は、備忘価額(１円)まで償却する。

 　平成19年４月１日以後に取得したもの…残存価額を０円とした定額法。

 　　償却累計額が当該資産の取得価額から備忘価額(１円)を控除した金額に達するまで償却する。

 ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 　…自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法。

 ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 　…リース期間を耐用年数とし、残存価額を０円とする定額法。

(２)引当金の計上基準

 ・賞与引当金…職員に支給する賞与のうち、当会計年度の負担に属する額を見積り計上する。

(３)消費税等の会計処理

 ・消費税等の会計処理は、税込方式による。

2．重要な会計方針の変更

該当なし

3．採用する退職給付制度

該当なし

4．拠点が作成する計算書類とサービス区分

(１)拠点区分財務諸表(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(２)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3(⑩))は省略している。

(３)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3(⑪))は省略している。

5．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

6．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

7．担保に供している資産

該当なし

8．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 620,500 620,498 2

構築物 236,900 236,899 1

機械及び装置 6,497,000 6,496,995 5

器具及び備品 2,205,750 2,205,745 5

合　　　計 9,560,150 9,560,137 13

9．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11．重要な後発事象

該当なし

該当なし

計算書類に対する注記(老人福祉センター事業拠点区分用)

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために
　　必要な事項
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別紙２

1．重要な会計方針

(１)引当金の計上基準

 ・賞与引当金…職員に支給する賞与のうち、当会計年度の負担に属する額を見積り計上する。

(２)消費税等の会計処理

 ・消費税等の会計処理は、税込方式による。

2．重要な会計方針の変更

該当なし

3．採用する退職給付制度

(１)社会福祉法人下関市社会福祉協議会 職員退職手当支給規程(下関市社協規程第19号)による。

(２)全国社会福祉団体職員退職手当積立基金制度(確定給付制度)による。

4．拠点が作成する計算書類とサービス区分

(１)拠点区分財務諸表(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(２)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3(⑩))は省略している。

(３)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3(⑪))

　　｢生活困窮者自立相談支援事業｣｢生活困窮者就労準備支援事業｣｢生活困窮者家計改善支援事業｣

5．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

6．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

7．担保に供している資産

該当なし

8．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし

9．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11．重要な後発事象

該当なし

該当なし

計算書類に対する注記(生活困窮者自立支援事業拠点区分用)

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために
　　必要な事項
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別紙３(⑨)

社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：生活困窮者自立支援事業

（単位：円）

（注）

１ 　引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２ 　目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３ 　都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

合計 1,883,394 1,868,366 1,883,394 0 1,868,366

賞与引当金 1,883,394 1,868,366 1,883,394 0 1,868,366

引 当 金 明 細 書

(自)令和07年04月01日　(至)令和08年03月31日

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
目的使用 その他
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社会福祉法人名：社会福祉法人下関市社会福祉協議会

拠　点　区　分：生活困窮者自立支援事業

・現金預金 令和08年03月31日　現在
種別 金額(円) 備考

預金

西中国信用金庫唐戸支店 0330908 507,137 (総額277,863,334円)

合計 507,137円

・事業未払金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

生活困窮者自立相談支援事業 下関 KDDI(株) 5,792 電話料

生活困窮者自立相談支援事業 下関 (有)村中本店 92 事業消耗品

生活困窮者就労準備支援事業 下関 ｵｰﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ(株) 3,411 ｶﾞｿﾘﾝ代

生活困窮者就労準備支援事業 下関 富士ﾌｲﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 23,911 ｶｳﾝﾄ料

生活困窮者就労準備支援事業 下関 KDDI(株) 1,135 電話料

生活困窮者就労準備支援事業 下関 (有)村中本店 2,818 事業消耗品

生活困窮者家計改善支援事業 下関 (有)村中本店 4,528 事業消耗品

合計 41,687円

・その他の未払金

サービス区分 支所 相手先 金額(円) 摘要

生活困窮者自立相談支援事業 下関 職員 101,784 人件費

生活困窮者自立相談支援事業 下関 下関年金事務所 246,728 社会保険料事業主負担

生活困窮者就労準備支援事業 下関 職員 18,227 人件費

生活困窮者就労準備支援事業 下関 下関年金事務所 40,027 社会保険料事業主負担

生活困窮者家計改善支援事業 下関 職員 29,433 人件費

生活困窮者家計改善支援事業 下関 下関年金事務所 29,251 社会保険料事業主負担

合計 465,450円

決 算 基 礎 資 料

金融機関等 口座番号等
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